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表紙

上記事項につきましては、法令および当社定款の規定に基づき、書面交付請求をいただいた
株主様に対して交付する書面には記載しておりません。
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業務の適正を確保するための体制および当該体制の運用状況

業務の適正を確保するための体制および当該体制の運用状況
１．業務の適正を確保するための体制の決定内容の概要

　当社が、取締役の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制その他会社の業務の適
正を確保するための体制として取締役会において決議した内容は次のとおりであります。

（１）当社グループの取締役および使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制
①当社グループは、グループ共通の企業理念を定めるとともに、当社グループの一人ひとりが企業理念

に基づき、常にグローバルに通用する高い企業倫理を持ち、公正な事業活動を行っていくうえで日常
守るべき行動指針として「私たちの行動指針１０」を定めています。

②当社は、企業理念および行動指針の浸透および徹底を図り、コンプライアンス体制の整備強化を進め
るため、コンプライアンス担当部門を設置し、当社グループにおけるコンプライアンスの推進、コン
プライアンス違反の未然防止、調査および対応、ならびに教育および啓蒙等を行います。

③当社は、社長直轄の内部監査部門を設置し、内部監査規程に基づき、経営管理制度、諸基準、諸法
令、その他一般に公正妥当な基準に基づいて業務が行われているかを監査、評定し、社長および取締
役会に報告します。

④当社は、社内および外部に内部通報の窓口を設置し、適正な処理の仕組みを定めることにより、コン
プライアンス違反等の不正行為の早期発見と是正を図ります。

⑤当社グループの各子会社において、規模や業態等に応じて、コンプライアンス担当や内部監査担当を
配置し、当社のコンプライアンス担当部門や内部監査部門と連携します。

⑥当社は、執行役員を中心とした当社グループの各子会社の担当責任者を設けるとともに、主要な子会
社には執行役員または使用人を取締役または監査役として派遣します。

（２）当社グループの取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制
①当社グループは、法令および社内諸規程に基づき、情報の記録、保存および管理を行います。
②当社グループにおいて統一した情報セキュリティポリシーを策定し、当社グループを横断した情報の

管理体制に基づいて、情報セキュリティガバナンスの確立および維持に取り組んでいます。

（３）当社グループの損失の危険の管理に関する規程その他の体制
①当社グループのリスクマネジメントの基本的な考え方および基本方針を定め、リスクを的確に認識、

評価し、対応できる体制を整備します。
②当社グループにおけるリスクに対するアセスメントを定期的に実施し、社長を委員長として設置する

リスク管理委員会において、アセスメントの結果をふまえた重要リスクの特定および評価、対応計画
の策定ならびにモニタリングを実施します。これらの取り組みは取締役会に報告され、取締役会は上
がってきた報告内容をもとに、リスクマネジメントの実効性を評価します。

③当社グループの経営または事業活動に重大な影響を与えるリスクが現実化した場合には、社内諸規程
等に基づき、社長を本部長とする緊急対策本部を設け、損害・影響を最小限に留めるための措置をと
ります。
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（４）取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
①当社グループにおける中長期の経営方針および中期経営計画を策定し、策定された計画および業績目

標の達成に向けて具体的な管理指標を定め、それらに基づく業績管理を行います。
②取締役会における経営の監督機能強化を図るとともに、取締役会で決議すべき事項以外の業務執行事

項の決定については業務執行を担う取締役および執行役員へ委任することにより意思決定の迅速化お
よび効率化を推進します。

③当社は、業務執行に関わる重要事項を審議・決定する機関として全執行役員で構成される経営会議を
設け、意思決定の迅速化を図ります。

④当社グループは、情報技術（ＩＴ）を活用し、効率化を阻害する要因を排除・低減するなどの改善を
行うことで、 目標達成の精度を高め、当社グループの業務の効率化を実現するシステムを構築しま
す。

（５）当社グループ各社の取締役の職務の執行に係る事項の当社への報告に関する体制
当社は、グループ経営規程および関連する規程により当社グループ各社に関する管理基準を定め、重要
性に応じて、当社の事前承認を要する事項、報告を要する事項、定期的な報告を要する事項等を明確に
し、当社グループ各社の業務執行状況を管理します。

（６）監査等委員会の職務を補助すべき取締役および使用人に関する事項
①当社は、監査等委員会の職務を補助すべき取締役および使用人の設置方法、人数、資質等について監

査等委員会と協議のうえ、監査等委員会の職務の遂行に必要となる取締役および使用人を置くものと
します。また、当該取締役および使用人の業務評価および人事評価については、監査等委員会の意見
を尊重し決定します。

②監査等委員会の職務を補助すべき取締役および使用人は、監査等委員会の職務の補助業務の遂行にお
いては、取締役（監査等委員である取締役を除く。）の指揮命令は受けず、監査等委員会の指揮命令
に従うものとします。当社の取締役（監査等委員である取締役を除く。）および使用人は、監査等委
員会の職務の補助業務が円滑に行われるよう監査環境の整備に協力します。

（７）取締役および使用人が監査等委員会に報告するための体制その他の監査等委員会への報告に関する事項
①当社の取締役または使用人は、監査等委員会に対して、法定の事項に加え、当社グループ全体に著し

い影響を及ぼすおそれのある事項、毎月の経営状況として重要な事項、内部監査の実施状況等を適宜
報告します。

②当社は、当社グループの取締役、監査役および使用人が当社の監査等委員もしくは自己の会社の監査
役への報告、または内部通報制度等により外部の窓口への報告をすることができる体制を、規模や所
在地域等に応じて確保します。

③当社は、監査等委員会への報告または内部通報制度等による報告をしたことを理由として、当該報告
を行った者に対して不利益な取扱をしないことを社内規程において明示します。
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（８）監査等委員の職務の執行について生ずる費用の前払または償還の手続その他の職務の執行について生ず
る費用または債務の処理に関する方針に関する事項
当社は、監査等委員が職務の執行について生ずる費用の前払または償還の請求をしたときは、当該監査
等委員の職務の執行に必要でないと認められた場合を除き、速やかに当該費用または債務を処理しま
す。

（９）その他監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制
監査等委員会は、会計監査人および内部監査部門との間で定期的な意見交換を実施します。また、監査
等委員会に対し、経理担当部門が主体となり監査が実効的に行われるための補助を行います。

（10）反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方およびその整備状況
当社は、「社会の秩序や安全に悪影響を与える反社会的団体やグループ、人物などと関わりを持たな
い」ことをすべての取締役および使用人が守るべき基本的な行動規範を定めた行動指針において宣言し
ています。また、法務部門を統括部門とし、情報の集約化を図るとともに、地元警察署や関連団体との
連携を図り、反社会的勢力に関する情報収集に努めています。
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２．業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
　当社では、上記方針に基づいて、体制の整備とその適切な運用に努めております。当事業年度における当該
体制の運用状況の概要は次のとおりであります。

コンプライアンス体制
当社グループでは、法令および企業理念を遵守した行動をとるための共通の行動指針を定めております。コ
ンプライアンス担当部門を主導として、コンプライアンスの啓蒙キャンペーンや集合研修等の施策を実施す
ることにより継続的にコンプライアンス意識の醸成を図っております。

リスク管理体制
当社は、リスク管理規程を定めリスクの種類毎に各責任部門により規則やガイドラインの制定、研修の実
施、マニュアルの作成や配布等を行っております。災害リスクに対しては、事業継続計画（BCP）を策定し
リスク対応体制を確立しております。当事業年度においては、事業継続計画（BCP）の検証・改善・定着を
目的として模擬訓練等を実施しております。

効率的な職務執行体制
当社は、重要な業務執行の一部の決定を業務執行を担う取締役へ委任することにより意思決定の迅速化を推
進するとともに、執行役員制度により確実かつ迅速な業務の執行体制を構築しております。当事業年度にお
いては、取締役会を12回、経営会議を12回開催し、重要な意思決定を行うとともに業務執行の監督の実効
性を確保しております。また、グループ各社との定例会を開催するとともに、個別の報告を受けることによ
りグループ各社の業績管理等を行っております。

監査等委員会の監査体制
2016年６月の監査等委員会設置会社移行以降、監査等委員は、取締役として取締役会の決議に加わるとと
もに、重要な意思決定のプロセスや業務の執行状況を把握するため、常勤監査等委員が業務執行に係る重要
な会議に出席したほか、稟議等の業務執行に係る重要な文書を閲覧いたしました。当事業年度においては、
監査等委員会を13回開催し、取締役、執行役員および使用人等の業務執行の監査、内部監査部門との定期
的な情報共有や意見交換ならびに会計監査人との意見交換を実施することにより監査の実効性を確保してお
ります。
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連結注記表
１．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等

（１）連結の範囲に関する事項
連結子会社　44社
ウシオライティング㈱、㈱ジーベックス、㈱アドテックエンジニアリング、
USHIO AMERICA HOLDINGS, INC.、USHIO AMERICA, INC.、
CHRISTIE DIGITAL SYSTEMS USA, INC.、CHRISTIE DIGITAL SYSTEMS CANADA INC.、
CHRISTIE DIGITAL SYSTEMS, INC.、USHIO EUROPE B.V.、
USHIO GERMANY GmbH、USHIO INTERNATIONAL B.V.、USHIO HONG KONG LTD.、
USHIO SHANGHAI, INC.、USHIO (SUZHOU) CO., LTD.、USHIO TAIWAN, INC.、
USHIO ASIA PACIFIC PTE. LTD.、USHIO PHILIPPINES, INC.、USHIO KOREA, INC.、
CHRISTIE DIGITAL SYSTEMS (SHANGHAI) CO., LTD.
上記のほか25社の連結子会社があります。

（２）持分法の適用に関する事項
持分法適用関連会社　１社
KA Imaging Inc.
持分法適用手続に関する特記事項
持分法適用会社のうち、事業年度が連結会計年度と異なる会社については、各社の事業年度に係る計算
書類を使用しております。
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（３）連結の範囲および持分法の適用の範囲の変更に関する事項
　当連結会計年度中の連結子会社の異動は次のとおりです。
　会社清算により連結除外となった会社1社
　Zylight LLC

（４）連結子会社の事業年度等に関する事項
連結子会社のうち、USHIO (SUZHOU) CO., LTD.、USHIO SHANGHAI, INC.、
USHIO (GUANGZHOU) CO., LTD.、USHIO (SHAOGUAN) CO., LTD.、
CHRISTIE DIGITAL SYSTEMS (SHANGHAI) CO., LTD.、USHIO SHENZHEN, INC.、
CHRISTIE DIGITAL SYSTEMS (SHENZHEN) CO., LTD.、
United Designers of Architectural Lighting, Inc.の決算日は12月31日であります。
連結計算書類の作成にあたって、これらの会社については、連結決算日現在で実施した仮決算に基づく
計算書類を使用しております。
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（５）会計方針に関する事項
①重要な資産の評価基準および評価方法

(ｱ)有価証券
・売買目的有価証券

時価法（売却原価は移動平均法により算定）
・満期保有目的の債券

償却原価法（定額法）
・その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの
時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）

市場価格のない株式等
移動平均法による原価法

・投資事業有限責任組合およびそれに類する組合への出資（金融商品取引法第２条第２項により有価
証券とみなされるもの）
組合契約に規定される決算報告日に応じて入手可能な最近の決算書類を基礎とし、持分相当額を取
り込む方法

(ｲ)デリバティブ
時価法

(ｳ)運用目的の金銭の信託
時価法

(ｴ)棚卸資産
・商品及び製品・仕掛品

当社および国内連結子会社は主として、総平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性
の低下に基づく簿価切下げの方法）を、また、在外連結子会社は主として、先入先出法による低価
法を採用しております。

・原材料
当社および国内連結子会社は主として、移動平均法による原価法（貸借対照表価額については収益
性の低下に基づく簿価切下げの方法）を、また、在外連結子会社は主として、先入先出法による低
価法を採用しております。
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建物及び構築物 ２～50年
機械装置及び運搬具 ３～15年
その他 ２～15年

②重要な減価償却資産の減価償却の方法
(ｱ)有形固定資産（リース資産および使用権資産を除く）

主として定額法を採用しております。
なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

(ｲ)無形固定資産（リース資産を除く）
定額法を採用しております。なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における見込み利用
可能期間（５～７年）に基づく定額法を採用しております。

(ｳ)リース資産
・所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用しております。
・所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。
(ｴ)使用権資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

③重要な引当金の計上基準
(ｱ)貸倒引当金
・当社および国内連結子会社

債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率による計算額を、貸倒懸念債
権等特定の債権については、個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

・在外連結子会社
債権の貸倒による損失に備えるため、個々の債権の回収可能性を勘案して、回収不能見込額を計上
しております。

(ｲ)賞与引当金
従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき計上しております。

(ｳ)役員賞与引当金
役員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき計上しております。

(ｴ)役員退職慰労引当金
一部の連結子会社では、役員等の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく連結会計年度末要
支給額の100％を計上しております。
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(ｵ)役員株式給付引当金
当社は、役員に対する将来の当社株式の給付に備えるため、株式交付規程に基づき、役員に割り当
てられたポイントに応じた株式の給付見込額を基礎として計上しております。

(ｶ)製品保証引当金
当社および連結子会社が納入した製品の無償修理費用等の将来の支出に備えるため、今後発生する
と見込まれる金額を引当計上しております。

(ｷ)受注損失引当金
受注契約に係る将来の損失に備えるため、当連結会計年度末において将来の損失が見込まれ、か
つ、当該損失額を合理的に見積もることが可能なものについて、翌連結会計年度以降の損失見込額
を引当計上しております。

④収益および費用の計上基準
(ｱ)製品の販売

当社グループは主にIndustrial Process事業、Visual Imaging事業、Life Science事業および
Photonics Solution事業における製品の製造および販売を行っています。
各事業における各種ランプ等の販売については、顧客に製品それぞれを引渡した時に支配が移転す
ると判断しているため、引渡し時点で収益を認識しております。なお、「収益認識に関する会計基準
の適用指針」第98項に定める代替的な取扱いを適用し、商品または製品の国内の販売において、出
荷時から当該商品または製品の支配が顧客に移転される時までの期間が通常の期間である場合に
は、出荷時に収益を認識しております。
Industrial Process事業における各種光学装置の販売については、顧客との契約に基づき据付作業
を伴う製品については、据付作業無しでは顧客が便益を享受することが困難なことから、製品と据
付作業を一体の履行義務として識別しております。このような場合においては、顧客が製品の検収
等による合意された性能確認を完了した時に資産の支配が顧客に移転するため、当該時点で収益を
認識しております。また、一部の据付作業を伴わない製品については、顧客に製品それぞれを引渡
した時に支配が移転すると判断しているため、引渡し時点で収益を認識しております。
Visual Imaging事業における各種映像装置の販売については、顧客に製品それぞれを引渡した時に
支配が移転すると判断しているため、引渡し時点で収益を認識しております。
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(ｲ)保守メンテナンスサービスの提供
Industrial Process事業における各種光学装置においては、販売した製品に対して別途の契約に基
づく保守メンテナンスサービスを提供しております。保守メンテナンスサービスは、主に保守品の
交換を含めた製品の安定稼働を保証するものであります。履行義務の識別について、時の経過にわ
たり履行義務が充足される契約に関しては契約期間に応じて収益を認識しており、主に保守品の提
供が完了した時に履行義務が充足される契約に関しては当該時点で収益を認識しております。な
お、光学装置（その他）の一部の製品においては、製品の稼働率に応じた変動対価が含まれてお
り、その発生の不確実性がその後に解消される際に、認識した収益の累計額の重大な戻入れが生じ
ない可能性が非常に高い範囲でのみ取引価格に含めております。
Visual Imaging事業における各種映像装置においては、販売した製品に対して別途の契約に基づく
保守メンテナンスサービスを提供しております。保守メンテナンスサービスは、主に保守品の交換
を含めた製品の安定稼働を保証するものであります。履行義務の識別について、時の経過にわたり
履行義務が充足される契約のため、契約期間に応じて収益を認識しております。

⑤その他連結計算書類作成のための基本となる重要な事項
(ｱ)ヘッジ取引の処理方法
・ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理を採用しております。なお、一部の国内連結子会社において、為替変動リスクのヘ
ッジについて振当処理の要件を充たしている場合には振当処理を採用しております。

・ヘッジ手段とヘッジ対象
ヘッジ手段…為替予約、金利スワップ
ヘッジ対象…外貨建金銭債権債務、外貨建予定取引、外貨建有価証券および借入金

・ヘッジ方針
当社グループでは内部規程である「市場リスク管理規程」および「デリバティブ取引規程」に基づ
き、為替変動リスクおよび金利変動リスクをヘッジしております。

・ヘッジ有効性評価の方法
ヘッジ開始時から有効性判定時点までの期間において、ヘッジ対象の相場変動またはキャッシュ・
フロー変動の累計とヘッジ手段の相場変動またはキャッシュ・フロー変動の累計とを比較し、両者
の変動額等を基礎にして評価しております。

－ 10 －



2025/05/27 19:04:40 / 24177656_ウシオ電機株式会社_招集通知

連結注記表

(ｲ)のれんの償却に関する事項
のれんの償却については、その効果の発現する期間にわたって均等償却を行っております。

(ｳ)退職給付に係る負債の計上基準
退職給付に係る負債は、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における見込額に基づ
き、退職給付債務から年金資産の額を控除した額を計上しております。
過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（主として12年）によ
る定額法により費用処理しております。
数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年
数（主として12年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理
しております。
未認識数理計算上の差異および未認識過去勤務費用については、税効果を調整の上、純資産の部に
おけるその他の包括利益累計額の退職給付に係る調整累計額に計上しております。なお、退職給付
債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法について
は、給付算定式基準によっております。

２．会計方針の変更に関する注記
「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」等の適用

「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27号　2022年10月28日。以下
「2022年改正会計基準」という。）等を当連結会計年度の期首から適用しております。法人税等の計上区
分（その他の包括利益に対する課税）に関する改正については、2022年改正会計基準第20－３項ただし書
きに定める経過的な取扱いおよび「税効果会計に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第28
号　2022年10月28日。以下「2022年改正適用指針」という。）第65－２項(2)ただし書きに定める経過
的な取扱いに従っております。なお、当該会計方針の変更による連結計算書類への影響はありません。
また、連結会社間における子会社株式等の売却に伴い生じた売却損益を税務上繰り延べる場合の連結計算書
類における取扱いの見直しに関連する改正については、2022年改正適用指針を当連結会計年度の期首から
適用しております。

3．表示方法の変更に関する注記

該当事項はありません。
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（期末帳簿価額）
有形固定資産 2,078百万円
無形固定資産 1百万円

4．重要な会計上の見積りに関する注記
会計上の見積りは、連結計算書類作成時に入手可能な情報に基づいて合理的な金額を算出しております。当
連結会計年度の連結計算書類に計上した金額が会計上の見積りによるもののうち、翌連結会計年度の連結計
算書類に重要な影響を及ぼすリスクがある項目は以下のとおりです。

（１）Photonics Solution事業における固定資産の減損
①当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

当連結会計年度において、当社におけるPhotonics Solution事業の資産グループについて減損の兆
候が認められたことから、減損損失の認識の要否について検討を行いました。検討の結果、回収可能
価額が帳簿価額を下回ったことから、減損損失535百万円を計上いたしました。

②当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額の算出方法
当該資産グループの回収可能価額が帳簿価額を下回る場合には、帳簿価額を回収可能価額まで減額
し、当該減少額を減損損失として計上しております。
回収可能価額は、使用価値と正味売却価額を比較し、いずれか高い方を採用しております。

③当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額の算出に用いた主要な仮定
回収可能価額は、土地および建物については社外の不動産鑑定士による不動産鑑定評価基準に基づく
評価額等を用いて合理的に算出した正味売却価額を使用しており、不動産鑑定評価における主要な仮
定は、土地の比準価格、建物の再調達原価であります。

④翌連結会計年度の連結計算書類に与える影響
経済情勢や不動産市況の悪化等により、不動産鑑定評価額が低下する等回収可能価額が変動した場
合、翌連結会計年度以降の連結計算書類において固定資産の減損損失を追加計上する可能性がありま
す。
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（期末帳簿価額）
有形固定資産 3,672百万円
無形固定資産 2,367百万円

有形固定資産の減価償却累計額 86,709百万円

（２）Visual Imaging事業における固定資産の減損
①当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

当連結会計年度において、連結子会社におけるVisual Imaging事業の一部の資産グループについて
減損の兆候が認められたことから、減損損失の認識の要否について検討を行いました。検討の結果、
割引前将来キャッシュ・フローの総額が当該資産グループの帳簿価額を上回っていることから、減損
損失は認識しておりません。

②当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額の算出方法
当該資産グループから得られる割引前将来キャッシュ・フローの総額が帳簿価額を下回る場合には、
帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として計上しております。

③当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額の算出に用いた主要な仮定
シネマ分野および一般映像分野において、デジタルシネマプロジェクターの置き換えや映像演出ニー
ズの高まりを受け、需要は堅調に推移すると見込んでおります。
一方で、米国におけるインフレや中国経済成長鈍化長期化の影響を受けており、これらの収束見込み
時期を正確に予測することは困難でありますが、当社グループは、この影響は2026年３月期中は継
続するものと仮定しております。
これらによる主要製品の売上高成長率および原材料費等の営業費用の上昇への影響を織り込み算出し
た使用価値を基礎として、割引前将来キャッシュ・フローを見積もっております。

④翌連結会計年度の連結計算書類に与える影響
インフレや中国経済成長鈍化のさらなる長期化等により、売上高成長率および原材料費等の営業費用
の上昇に対し想定を超える影響が発生し、将来事象が上記③の仮定から乖離する場合には、翌連結会
計年度以降の連結計算書類において固定資産の減損損失を計上する可能性があります。

5．連結貸借対照表に関する注記
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株 式 の 種 類 当連結会計年度期首の株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末の株式数

普 通 株 式 107,500千株 －千株 15,000千株 92,500千株

株 式 の 種 類 当連結会計年度期首の株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末の株式数

普 通 株 式 5,072千株 14,082千株 15,245千株 3,910千株

6．連結株主資本等変動計算書に関する注記
（１）発行済株式の総数に関する事項

（注）普通株式の数の減少15,000千株は、自己株式の消却による減少であります。
（２）自己株式の数に関する事項

（注）１. 当連結会計年度末の自己株式には、役員向け株式報酬制度に係る信託が保有する当社株式360千株
が含まれております。

２.  自己株式の数の増加14,082千株は、市場買付による増加14,067千株、従業員持株会に対する譲渡
制限付株式の没収による増加13千株および単元未満株式の買い取りによる増加１千株でありま
す。

３.  自己株式の数の減少15,245千株は、自己株式の消却による減少15,000千株、従業員持株会に対す
る譲渡制限付株式付与による減少129千株および役員向け株式報酬制度に係る信託から対象者への
株式給付による減少115千株であります。

－ 14 －



2025/05/27 19:04:40 / 24177656_ウシオ電機株式会社_招集通知

連結注記表

2024年６月27日開催の第61期定時株主総会決議による配当に関する事項
・配当金の総額 5,145百万円
・１株当たり配当金額 50円
・基準日 2024年３月31日
・効力発生日 2024年６月28日

　2025年６月27日開催の第62期定時株主総会において次のとおり付議いたします。
・配当金の総額 6,226百万円
・１株当たり配当金額 70円
・基準日 2025年３月31日
・効力発生日 2025年６月30日

（３）剰余金の配当に関する事項
①配当金支払額等

（注）当該配当金の総額には、役員向け株式報酬制度に係る信託が保有する当社株式に対する配当金
23百万円が含まれております。

②基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生が翌年度になるもの

（注）当該配当金の総額には、役員向け株式報酬制度に係る信託が保有する当社株式に対する配当金
25百万円が含まれております。
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7．金融商品に関する注記
（１）金融商品の状況に関する事項

①金融商品に対する取組方針
当社グループは、資金計画に照らして一時的な余資および将来の事業拡大のための待機資金について
安全性の高い金融資産を中心に運用しております。また資金調達については、資金使途や調達環境等
を勘案し調達手段を決定するものとしております。デリバティブ取引は、為替変動および金利変動に
よるキャッシュ・フロー変動リスクを回避するために利用し、投機的な取引は行わないものとしてお
ります。

②金融商品の内容およびそのリスク
営業債権である受取手形および売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。また外貨建の営業
債権は為替変動リスクに晒されておりますが、適宜、先物為替予約を利用してヘッジしております。
有価証券および投資有価証券は、主に取引先企業との業務提携等に関連する株式と一時的な余資およ
び待機資金の運用として保有する株式、債券等であります。これらは価格変動リスクに晒されてお
り、また一部の外貨建の有価証券および投資有価証券については為替変動リスクに晒されております
が、適宜、先物為替予約を利用してヘッジしております。
営業債務である支払手形および買掛金は、そのほとんどが１年以内の支払期日となっております。ま
た、その一部には外貨建のものがあり為替変動リスクに晒されておりますが、適宜、先物為替予約を
利用してヘッジしております。
借入金については、主に運転資金として調達したものであり、返済日は当連結会計年度末後３年以内
であります。
リース債務は、一部の在外連結子会社において米国会計基準 Topic842 ASU2016-02「リース」を
適用したものを含んでおります。
デリバティブ取引は、外貨建の営業債権債務、外貨建の借入金、外貨建の有価証券の為替変動リスク
に対するヘッジを目的とした先物為替予約取引を行っております。
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③金融商品に係るリスク管理体制
(ｱ)信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

当社は、営業債権について、与信管理規程に基づき取引先の状況を日常的・継続的にモニタリング
し信用状況を把握するとともに、取引先ごとに期日および残高管理を行い、適宜、取引先の与信限
度額を見直す等、財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図っております。連結子
会社についても、当社の与信管理規程に準じて、同様の管理を行っております。債券は、格付の高
い債券のみを投資対象としているため、信用リスクは僅少であります。
デリバティブ取引の利用にあたっては、カウンターパーティーリスクを軽減するために、格付の高
い金融機関とのみ取引を行っております。
当連結会計年度末現在における最大信用リスク額は、信用リスクに晒される金融資産の貸借対照表
価額により表されております。

(ｲ)市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理
当社は、市場リスク管理規程に基づき、外貨建の営業債権債務、外貨建の有価証券および外貨建の
借入金について、通貨別月別に把握された為替変動リスクに対して、先物為替予約を利用しており
ます。一部の連結子会社についても当社の市場リスク管理規程に準じて、同様の管理を行っており
ます。
有価証券および投資有価証券等については、市場リスク管理規程に基づき定期的に時価や発行体の
財務状況等を把握し、担当役員に報告するとともに、取引先企業に関連する株式については取引先
企業との関係も勘案して、保有状況を継続的に見直しております。
デリバティブ取引については、取引権限や限度額等を定めたデリバティブ取引規程に基づき、日常
的に担当役員に報告するとともに、取締役会に報告されております。連結子会社についても、当社
のデリバティブ取引規程に準じて管理を行っております。

(ｳ)資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理
当社および連結子会社は、各部署からの報告に基づき財務担当部門が適宜、資金計画を作成、更新
するとともに、一定の手許流動性を維持することにより流動性リスクを管理しております。

－ 17 －
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連結貸借対照表
計上額(＊1) 時価(＊1) 差額

受取手形、売掛金及び契約資産 40,321

貸倒引当金(＊2) △1,412

38,909 38,909 －
有価証券および

投資有価証券

その他有価証券 38,202 38,202 －

支払手形及び買掛金 (15,268) (15,268) －

短期借入金 (1,617) (1,617) －

１年内返済予定の長期借入金 (1,410) (1,407) △2

長期借入金 (35,000) (34,758) △241

リース債務(＊3) (3,372) (3,336) △35

デリバティブ取引(＊4)

ヘッジ会計が
適用されていないもの 20 20 －

（２）金融商品の時価等に関する事項
2025年３月31日（当連結会計年度末）における連結貸借対照表計上額、時価およびこれらの差額につ
いては、次のとおりであります。

（単位：百万円）

(＊1) 負債に計上されているものについては、(　)で示しております。
(＊2) 受取手形、売掛金及び契約資産に対応する一般貸倒引当金および個別貸倒引当金を控除しております。
(＊3)１年内返済予定のリース債務を含めております。
(＊4) デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる項

目については、(　)で示しております。
（注）１．現金及び預金は短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、注記を省略して

おります。
２．市場価格のない株式等（連結貸借対照表計上額1,241百万円）および投資事業組合等への出資金等

（連結貸借対照表計上額230百万円）は「有価証券および投資有価証券　その他有価証券」には含
めておりません。

－ 18 －
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区分 時価
レベル１ レベル２ レベル３ 合計

有価証券および投資有価証券

その他有価証券

株式 24,388 － － 24,388

債券-国債・地方債 875 － － 875

債券-社債 － 12,111 － 12,111

債券-その他 － 827 － 827

その他 － － － －

デリバティブ取引

通貨関連 － 20 － 20

資産計 25,263 12,959 － 38,222

デリバティブ取引

通貨関連 － (0) － (0)

負債計 － (0) － (0)

（３）金融商品の時価の適切な区分ごとの内訳等に関する事項
金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性および重要性に応じて、以下の３つの
レベルに分類しております。
レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される当該

時価の算定の対象となる資産または負債に関する相場価格により算定した時価
レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時価の

算定に係るインプットを用いて算定した時価
レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれ
ぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。

①時価をもって連結貸借対照表計上額とする金融資産および金融負債
（単位：百万円）

－ 19 －
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区分
時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計
受取手形、売掛金及び契約資産 － 38,909 － 38,909

資産計 － 38,909 － 38,909
支払手形及び買掛金 － (15,268) － (15,268)
短期借入金 － (1,617) － (1,617)
１年内返済予定の長期借入金 － (1,407) － (1,407)
長期借入金 － (34,758) － (34,758)
リース債務 － (3,336) － (3,336)

負債計 － (56,388) － (56,388)

②時価をもって連結貸借対照表計上額としない金融資産および金融負債
（単位：百万円）

(＊) 負債に計上されているものについては、(　)で示しております。
（注）

時価の算定に用いた評価技法およびインプットの説明
・有価証券および投資有価証券

上場株式、国債・地方債、社債およびその他の債券は相場価格を用いて評価しております。上場株式およ
び国債・地方債は活発な市場で取引されているため、その時価をレベル１の時価に分類しております。一
方で、当社および連結子会社が保有している社債およびその他の債券は、市場での取引頻度が低く、活発
な市場における相場価格とは認められないため、その時価をレベル２の時価に分類しております。

・デリバティブ取引
取引先金融機関から提示された価格等に基づき算定しており、レベル２の時価に分類しております。

・受取手形、売掛金及び契約資産
これらは短期間で決済され、時価は帳簿価額と近似していることから当該帳簿価額を時価とし、また、信
用リスクと貸倒実績率を基に算定しており、レベル２の時価に分類しております。

・支払手形及び買掛金、ならびに短期借入金
これらは短期間で決済され、時価は帳簿価額と近似していることから当該帳簿価額を時価とし、レベル２
の時価に分類しております。

・１年内返済予定の長期借入金、長期借入金およびリース債務
これらの時価は、元利金の合計額と、当該債務の残存期間および信用リスクを加味した利率を基に、割引
現在価値法による算定しており、レベル２の時価に分類しております。

－ 20 －
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報告セグメント
その他
（注）

合計Industrial
Process

事業

Visual
Imaging

事業

Life
Science

事業

Photonics
Solution

事業
計

露光用ランプ 14,920 － － － 14,920 － 14,920

OA用ランプ 6,055 － － － 6,055 － 6,055

光学機器用ランプ 10,982 － － － 10,982 － 10,982
光学装置（露光装
置）

29,055 － － － 29,055 － 29,055

光学装置（その他） 17,911 － － － 17,911 － 17,911
プロジェクター用
ランプ

－ 10,544 － － 10,544 － 10,544

照明用ランプ － 3,639 － － 3,639 － 3,639

映像装置（シネマ） － 31,999 － － 31,999 － 31,999
映像装置（一般映
像）

－ 28,110 － － 28,110 － 28,110

ライフサイエンス用
製品

－ － 6,090 － 6,090 － 6,090

固体光源 － － － 10,311 10,311 － 10,311

その他 － － － － － 1,056 1,056
顧客との契約から生
じる収益

78,925 74,293 6,090 10,311 169,621 1,056 170,678

その他の収益 － 6,603 17 － 6,620 317 6,938

外部顧客への売上高 78,925 80,897 6,108 10,311 176,242 1,373 177,616

8．収益認識に関する注記
（１）顧客との契約から生じる収益を分解した情報

（単位：百万円）

－ 21 －
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（注）「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントおよびその他収益を獲得する事業活
動であります。

（２）顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報

①製品の販売
当 社 グ ル ー プ は 主 にIndustrial Process事 業 、Visual Imaging事 業 、Life Science事 業 お よ び
Photonics Solution事業における製品の製造および販売を行っています。
各事業における各種ランプ等の販売については、顧客に製品それぞれを引渡した時に支配が移転すると
判断しているため、引渡し時点で収益を認識しております。なお、「収益認識に関する会計基準の適用
指針」第98項に定める代替的な取扱いを適用し、商品または製品の国内の販売において、出荷時から
当該商品または製品の支配が顧客に移転される時までの期間が通常の期間である場合には、出荷時に収
益を認識しております。また、取引の対価は、製品の引渡し後、概ね４ヵ月以内に受領しております。
Industrial Process事業における各種光学装置の販売については、顧客との契約に基づき据付作業を伴
う製品については、据付作業無しでは顧客が便益を享受することが困難なことから、製品と据付作業を
一体の履行義務として識別しております。このような場合においては、顧客が製品の検収等による合意
された性能確認を完了した時に資産の支配が顧客に移転するため、当該時点で収益を認識しておりま
す。また、一部の据付作業を伴わない製品については、顧客に製品それぞれを引渡した時に支配が移転
すると判断しているため、引渡し時点で収益を認識しております。また、取引の対価は、主に契約上の
入金条件に従い、段階的に受領しております。
Visual Imaging事業における各種映像装置の販売については、顧客に製品それぞれを引渡した時に支
配が移転すると判断しているため、引渡し時点で収益を認識しております。一部の支払が長期にわたる
債権については重要な金融要素の調整を行っておりますが、重要性はありません。また、取引の対価
は、製品の引渡し後、概ね２ヵ月以内に受領しております。一部の顧客に関しては、契約上の入金条件
に従い、段階的に受領しております。

－ 22 －
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当連結会計年度

顧客との契約から生じた債権（期首残高） 38,192

顧客との契約から生じた債権（期末残高） 38,744

契約資産（期首残高） －

契約資産（期末残高） －

契約負債（期首残高） 11,294

契約負債（期末残高） 10,874

②保守メンテナンスサービスの提供
Industrial Process事業における各種光学装置においては、販売した製品に対して別途の契約に基づく
保守メンテナンスサービスを提供しております。保守メンテナンスサービスは、主に保守品の交換を含
めた製品の安定稼働を保証するものであります。履行義務の識別について、時の経過にわたり履行義務
が充足される契約に関しては契約期間に応じて収益を認識しており、主に保守品の提供が完了した時に
履行義務が充足される契約に関しては当該時点で収益を認識しております。なお、光学装置（その他）
の一部の製品においては、製品の稼働率に応じた変動対価が含まれており、その発生の不確実性がその
後に解消される際に、認識した収益の累計額の重大な戻入れが生じない可能性が非常に高い範囲でのみ
取引価格に含めております。また、取引の対価は、契約条件に従い、概ね履行義務の進捗に応じて段階
的に受領しております。
Visual Imaging事業における各種映像装置においては、販売した製品に対して別途の契約に基づく保
守メンテナンスサービスを提供しております。保守メンテナンスサービスは、主に保守品の交換を含め
た製品の安定稼働を保証するものであります。履行義務の識別について、時の経過にわたり履行義務が
充足される契約のため、契約期間に応じて収益を認識しております。また、取引の対価は、主に契約上
の入金条件に従い、段階的に受領しております。

（３）当連結会計年度および翌連結会計年度以降の収益の金額を理解するための情報
①契約資産および契約負債の残高等

（単位：百万円）

－ 23 －
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契約負債は、光学装置においては、顧客が製品の検収等による合意された性能確認を完了した時に収益
を認識する据付作業を伴う製品について、契約上の入金条件に従って顧客から受け取った前受金に関す
るものであります。映像装置においては、保守メンテナンスサービス契約について、主に契約上の入金
条件に従って顧客から受け取った前受金に関するものであります。契約負債は、収益の認識に伴い取り
崩されます。
当連結会計年度に認識された収益の額のうち期首現在の契約負債残高に含まれていた額は、7,145百万
円であります。
契約負債の増減は、収益の認識に伴う取り崩しによる減少と顧客からの受取りによる増加であり、残高
の重要な変動を生じる諸条件の変更はありません。
過去の期間に充足（または部分的に充足）した履行義務から、当連結会計年度に認識した収益（主に、
取引価格の変動）はありません。

②残存履行義務に配分した取引価格
当社グループでは、残存履行義務に配分した取引価格の注記にあたって実務上の便法を適用し、当初に
予想される契約期間が１年以内の契約について注記の対象に含めておりません。
（Industrial Process事業）
露光用ランプ、OA用ランプおよび光学機器用ランプについては、当初に予定される顧客との契約期間
が１年以内であるため、残存履行義務に配分した取引価格の総額および収益の認識が見込まれる期間の
記載を省略しております。
光学装置については、当連結会計年度末において未充足（または部分的に未充足）の履行義務は、
13,827百万円であります。当該履行義務は、光学装置における据付作業を伴う製品の製造および販売
に関するものであり、期末日後１年以内に約53％、同２年以内に約36％、残り約11％がその後３年以
内に収益として認識されると見込んでおります。

－ 24 －
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当連結会計年度

１年以内 619

１年超２年以内 676

２年超３年以内 752

３年超４年以内 754

４年超５年以内 567

５年超 1,467

合計 4,838

（１）１株当たり純資産額 2,263円23銭
（２）１株当たり当期純利益 70円27銭

（Visual Imaging事業）
プロジェクター用ランプおよび照明用ランプについては、当初に予定される顧客との契約期間が１年以
内であるため、残存履行義務に配分した取引価格の総額および収益の認識が見込まれる期間の記載を省
略しております。
映像装置における当該履行義務は、各種プロジェクターの製造および販売に関するものであり、残存履
行義務に配分した取引価格の総額および収益の認識が見込まれる期間は、以下のとおりであります。

（単位：百万円）

（Life Science事業およびPhotonics Solution事業）
当該履行義務は、当初に予定される顧客との契約期間が１年以内であるため、残存履行義務に配分した
取引価格の総額および収益の認識が見込まれる期間の記載を省略しております。

9．１株当たり情報に関する注記

（注）１．「１株当たり純資産額」の算定上、株主資本において自己株式として計上されている役員向け株式
報酬制度に係る信託が所有する当社株式を期末発行済株式総数から控除する自己株式に含めており
ます（当連結会計年度360千株）。

２．「１株当たり当期純利益」の算定上、株主資本において自己株式として計上されている役員向け株
式報酬制度に係る信託が所有する当社株式を期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含
めております（当連結会計年度401千株）。

－ 25 －
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10．その他の注記
グループ通算制度の導入に伴う会計処理
当社および一部の連結子会社は、当連結会計年度中にグループ通算制度の承認申請を行い、翌連結会計年
度からグループ通算制度が適用されることとなったため、当連結会計年度から「グループ通算制度を適用
する場合の会計処理及び開示に関する取扱い」（企業会計基準委員会実務対応報告第42号2021年８月12
日）に基づき、グループ通算制度の適用を前提とした会計処理を行っております。
本制度導入により、当連結会計年度末における繰延税金資産および繰延税金負債はそれぞれ903百万円、
838百万円減少し、当連結会計年度の法人税等調整額65百万円増加しており、その結果、当期純利益およ
び親会社株主に帰属する当期純利益がそれぞれ同額減少しております。
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個別注記表
１．重要な会計方針に係る事項

（１）資産の評価基準および評価方法
①有価証券
・売買目的有価証券

時価法（売却原価は移動平均法により算定）
・子会社株式および関連会社株式

移動平均法による原価法
・その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの
時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）

市場価格のない株式等
移動平均法による原価法

・投資事業有限責任組合およびそれに類する組合への出資（金融商品取引法第２条第２項により有価証券
とみなされるもの）
組合契約に規定される決算報告日に応じて入手可能な最近の決算書類を基礎とし、持分相当額を取り
込む方法

②デリバティブ
時価法

③運用目的の金銭の信託
時価法

④棚卸資産
・商品及び製品・仕掛品

総平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）
・原材料

移動平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）
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建物 8 ～50年
構築物 2 ～42年
機械及び装置
車両運搬具
工具、器具及び備品

3 ～ 8 年
4 ～ 6 年
2 ～15年

（２）固定資産の減価償却の方法
①有形固定資産（リース資産を除く）

定額法を採用しております。
なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

②無形固定資産（リース資産を除く）
定額法を採用しております。なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における見込み利用可
能期間（５年）に基づく定額法を採用しております。

③リース資産
・所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用しております。
・所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

－ 28 －



2025/05/27 19:04:40 / 24177656_ウシオ電機株式会社_招集通知

個別注記表

（３）引当金の計上基準
①貸倒引当金

債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率による計算額を、貸倒懸念債権
等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

②賞与引当金
従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき計上しております。

③役員賞与引当金
役員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき計上しております。

④退職給付引当金
従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務および年金資産の見込額に基づ
き計上しております。
過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（12年）による定額法に
より費用処理しております。
数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（12
年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理することとしておりま
す。
退職給付債務の算定に当たり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法について
は、給付算定式基準によっております。

⑤役員株式給付引当金
当社は、役員に対する将来の当社株式の給付に備えるため、株式交付規程に基づき、役員に割り当て
られたポイントに応じた株式の給付見込額を基礎として計上しております。

⑥製品保証引当金
当社が納入した製品の無償修理費用等の将来の支出に備えるため、今後発生すると見込まれる金額を
引当計上しております。

⑦受注損失引当金
受注契約に係る将来の損失に備えるため、当事業年度末において将来の損失が見込まれ、かつ、当該
損失額を合理的に見積もることが可能なものについて、翌事業年度以降の損失見込額を引当計上して
おります。
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（４）収益および費用の計上基準
①製品の販売

当社は主にIndustrial Process事業、Visual Imaging事業、Life Science事業およびPhotonics 
Solution事業における製品の製造および販売を行っています。
各事業における各種ランプ等の販売については、顧客に製品それぞれを引渡した時に支配が移転する
と判断しているため、引渡し時点で収益を認識しております。なお、「収益認識に関する会計基準の適
用指針」第98項に定める代替的な取扱いを適用し、商品または製品の国内の販売において、出荷時か
ら当該商品または製品の支配が顧客に移転される時までの期間が通常の期間である場合には、出荷時
に収益を認識しております。
Industrial Process事業における各種光学装置の販売については、顧客との契約に基づき据付作業を
伴う製品については、据付作業無しでは顧客が便益を享受することが困難なことから、製品と据付作
業を一体の履行義務として識別しております。このような場合においては、顧客が製品の検収等によ
る合意された性能確認を完了した時に資産の支配が顧客に移転するため、当該時点で収益を認識して
おります。また、一部の据付作業を伴わない製品については、顧客に製品それぞれを引渡した時に支
配が移転すると判断しているため、引渡し時点で収益を認識しております。

②保守メンテナンスサービスの提供
Industrial Process事業における各種光学装置においては、販売した製品に対して別途の契約に基づ
く保守メンテナンスサービスを提供しております。保守メンテナンスサービスは、主に保守品の交換
を含めた製品の安定稼働を保証するものであります。履行義務の識別について、主に時の経過にわた
り履行義務が充足される契約に関しては契約期間に応じて収益を認識しております。なお、光学装置
（その他）の一部の製品においては、製品の稼働率に応じた変動対価が含まれており、その発生の不
確実性がその後に解消される際に、認識した収益の累計額の重大な戻入れが生じない可能性が非常に
高い範囲でのみ取引価格に含めております。
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（期末帳簿価額）
有形固定資産 2,078百万円
無形固定資産 1百万円

2．重要な会計上の見積りに関する注記
会計上の見積りは、計算書類作成時に入手可能な情報に基づいて合理的な金額を算出しております。当事業
年度の計算書類に計上した金額が会計上の見積りによるもののうち、翌事業年度の計算書類に重要な影響を
及ぼすリスクがある項目は以下のとおりです。

固定資産の減損
①当事業年度の計算書類に計上した金額

当事業年度において、Photonics Solution事業の資産グループについて減損の兆候が認められたこ
とから、減損損失の認識の要否について検討を行いました。検討の結果、回収可能価額が帳簿価額を
下回ったことから、減損損失535百万円を計上いたしました。

②当事業年度の計算書類に計上した金額の算出方法
当該資産グループの回収可能価額が帳簿価額を下回る場合には、帳簿価額を回収可能価額まで減額
し、当該減少額を減損損失として計上しております。
回収可能価額は、使用価値と正味売却価額を比較し、いずれか高い方を採用しております。

③当事業年度の計算書類に計上した金額の算出に用いた主要な仮定
回収可能価額は、土地および建物については社外の不動産鑑定士による不動産鑑定評価基準に基づく
評価額等を用いて合理的に算出した正味売却価額を使用しており、不動産鑑定評価における主要な仮
定は、土地の比準価格、建物の再調達原価であります。

④翌事業年度の計算書類に与える影響
経済情勢や不動産市況の悪化等により、不動産鑑定評価額が低下する等回収可能価額が変動した場
合、翌事業年度以降の計算書類において固定資産の減損損失を追加計上する可能性があります。

3．会計方針の変更に関する注記
「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」等の適用

「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27号　2022年10月28日。以下
「2022年改正会計基準」という。）等を当事業年度の期首から適用しております。法人税等の計上区分に関
する改正については、2022年改正会計基準第20－３項ただし書きに定める経過的な取扱いおよび「税効果
会計に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第28号　2022年10月28日。以下「2022年改正
適用指針」という。）第65－２項(2)ただし書きに定める経過的な取扱いに従っております。なお、当該会計
方針の変更による計算書類への影響はありません。
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（１）有形固定資産の減価償却累計額 43,889百万円
（２）有形固定資産の国庫補助金による圧縮記帳累計額 232百万円

短期金銭債権 9,274百万円
短期金銭債務 2,032百万円

　営業取引による取引高
　売上高 32,883百万円
　仕入高 10,679百万円
　その他の営業取引 3,536百万円

　営業取引以外の取引による取引高 22,433百万円

株 式 の 種 類 当事業年度期首の株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末の株式数

普 通 株 式 5,072千株 14,082千株 15,245千株 3,910千株

4．表示方法の変更に関する注記
該当事項はありません。

5．貸借対照表に関する注記

（３）関係会社に対する金銭債権、債務は次のとおりであります。

6．損益計算書に関する注記
　　関係会社との取引高

7．株主資本等変動計算書に関する注記
　自己株式の数に関する事項

（注）１. 当事業年度末の自己株式には、役員向け株式報酬制度に係る信託が保有する当社株式360千株が
含まれております。

２. 自己株式の数の増加14,082千株は、市場買付による増加14,067千株、従業員持株会に対する譲
渡制限付株式の没収による増加13千株および単元未満株式の買い取りによる増加１千株であり
ます。

３. 自己株式の数の減少15,245千株は、自己株式の消却による減少15,000千株、従業員持株会に対
する譲渡制限付株式付与による減少129千株および役員向け株式報酬制度に係る信託から対象者
への株式給付による減少115千株であります。
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8．税効果会計に関する注記
繰延税金資産の発生の主な原因は、減損損失、棚卸資産評価損、退職給付引当金、研究開発費、賞与引当金
であり、繰延税金負債の発生の主な原因は、その他有価証券評価差額金、前払年金費用であります。

9．リースにより使用する固定資産に関する注記
貸借対照表に計上した固定資産のほか、事務機器および製造設備等の一部については、所有権移転外ファイ
ナンス・リース契約により使用しております。
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属性 会社等の名称 住所
資 本 金
ま た は
出 資 金

事 業 の 内 容
ま た は 職 業

議 決 権
等 の 所
有 割 合

関係内容
取引の内容 取引金額

(百万円) 科目 期末残高
（百万円）役員の

兼任等
事業上
の関係

子会社 ㈱アドテックエン
ジニアリング

東京都
港区

百万円
1,661

Industrial 
Process事業

直接
100.0％

兼任３名
(うち当社従
業員２名)

当社製品および
商品の仕入先
資金の借入・貸
付

資金の貸付
利息の受取

(注)１

－
31 長期貸付金 4,900

資金の借入
利息の支払

(注)２

3,178
16 短期借入金 3,178

子会社 ウシオライティン
グ㈱

東京都
中央区

百万円
100

Visual 
Imaging事業

直接
100.0％

兼任４名
(うち当社従
業員４名)

当社製品および
商品の販売先・
仕入先
資金の借入

資金の借入
利息の支払

(注)２

2,253
10 短期借入金 2,253

子会社 USHIO 
SHANGHAI, INC

Shanghai, 
China.

千CNY
1,655

Industrial 
Process事業

間接
100.0％

兼任４名
(うち当社従
業員３名）

当社製品および
商品の販売先・
仕入先
設備の貸与

当社製品
および

商品の販売
(注)３

7,219 売掛金
契約負債

1,783
57

子会社
USHIO 
INTERNATIONAL
B.V.

Oude Meer, 
The 
Netherlands

千US$
8,602 その他事業 直接

100.0％
兼任３名
(うち当社従
業員３名）

資金の借入
資金の借入
および返済
利息の支払
(注)１,４

－
226 短期借入金 3,738

10．関連当事者との取引に関する注記
子会社等

取引条件および取引条件の決定方針等
（注）１. 資金の貸付および借入について、金利は市場金利を勘案して合理的に決定しております。ま

た、取引金額は純額で表示しております。
２. CMS（キャッシュ・マネジメント・システム）による資金の借入について、金利は市場金利を

勘案して合理的に決定しております。また、取引金額は純額で表示しております。
３. 当社製品および商品の販売については、市場価格等を勘案し、価格交渉の上、決定しておりま

す。
４. 取引金額には為替差損益は含まれておらず、期末残高には為替差損益が含まれております。
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11．収益認識に関する注記
顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報

①製品の販売
当 社 は 主 にIndustrial Process事 業 、Visual Imaging事 業 、Life Science事 業 お よ びPhotonics 
Solution事業における製品の製造および販売を行っています。
各事業における各種ランプ等の販売については、顧客に製品それぞれを引渡した時に支配が移転すると
判断しているため、引渡し時点で収益を認識しております。なお、「収益認識に関する会計基準の適用
指針」第98項に定める代替的な取扱いを適用し、商品または製品の国内の販売において、出荷時から
当該商品または製品の支配が顧客に移転される時までの期間が通常の期間である場合には、出荷時に収
益を認識しております。また、取引の対価は、製品の引渡し後、概ね４ヵ月以内に受領しております。
Industrial Process事業における各種光学装置の販売については、顧客との契約に基づき据付作業を伴
う製品については、据付作業無しでは顧客が便益を享受することが困難なことから、製品と据付作業を
一体の履行義務として識別しております。このような場合においては、顧客が製品の検収等による合意
された性能確認を完了した時に資産の支配が顧客に移転するため、当該時点で収益を認識しておりま
す。また、一部の据付作業を伴わない製品については、顧客に製品それぞれを引渡した時に支配が移転
すると判断しているため、引渡し時点で収益を認識しております。また、取引の対価は、主に契約上の
入金条件に従い、段階的に受領しております。

②保守メンテナンスサービスの提供
Industrial Process事業における各種光学装置においては、販売した製品に対して別途の契約に基づく
保守メンテナンスサービスを提供しております。保守メンテナンスサービスは、主に保守品の交換を含
めた製品の安定稼働を保証するものであります。履行義務の識別について、時の経過にわたり履行義務
が充足される契約に関しては契約期間に応じて収益を認識しております。なお、光学装置（その他）の
一部の製品においては、製品の稼働率に応じた変動対価が含まれており、その発生の不確実性がその後
に解消される際に、認識した収益の累計額の重大な戻入れが生じない可能性が非常に高い範囲でのみ取
引価格に含めております。また、取引の対価は、契約条件に従い、概ね履行義務の進捗に応じて段階的
に受領しております。
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個別注記表

（１）１株当たり純資産額 1,142円88銭
（２）１株当たり当期純利益 286円49銭

12．１株当たり情報に関する注記

（注）１．「１株当たり純資産額」の算定上、株主資本において自己株式として計上されている役員向け株式
報酬制度に係る信託が所有する当社株式を期末発行済株式総数から控除する自己株式に含めており
ます（当事業年度360千株）。

２．「１株当たり当期純利益」の算定上、株主資本において自己株式として計上されている役員向け株
式報酬制度に係る信託が所有する当社株式を期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含
めております（当事業年度401千株）。
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